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大規模地震・火山災害の
切迫性と災害時多目的船

の必要性

東京大学地震研究所

平田直
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内容

1. 日本は世界中でもっとも自然災害の脅威の高い
国：過去繰り返し自然災害を受けてきた。克服で
きない脅威

2. 1000人以上の犠牲者・不明者をだした震災は、
明治時代より120年間に12回

3. 今後も大地震が都市を襲う。都市は沿岸部。

4. 地震は防げない、震災も防げない、

→ 社会の回復力（リジリエンシー）を高める

5. 災害時多目的船の必要性
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１－１．世界の災害リスク
スイス再保険会社（２０１４）

2015/3/24 参議院議員会館 B107会議室 3

１．東京－横浜
５７１０万人

１．東京－横浜
５７１０万人

津波 地震
高潮 暴風雨

洪水
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１‐２ 自然災害による死者・行方不明者
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平成２５年度防災白書

２０１１年東日本大震災（１８，５５９人）

１９９５年阪神・淡路大震災（６，４３７人）

１９４５年三河地震（２，３０６人）、枕崎台風（３、７５６人）

１９５９年伊勢湾台風（５，０９８人）

１９４６年南海地震（１，４４３人）

洞爺丸台風（１，７６１人）

１９４８年福井地震（３，７６９人）

１９４７年カスリーン台風（１，９３０人）

南紀豪雨（１，１２４人）

平成元 １０ ２０昭和２０
１９４５

３０ ４０ ５０ ６０

４７年

（第2次世界大戦後69年間）

１９６０ １９７０ １９８０ １９９０ ２０００
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死者・行方不明者を出した地震・津波 （12地震）
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発生年月日 Ｍ 地震名（震災名） 死者・行方不明者

1 明治24(1891)年10月28日 8 濃尾地震 死者 7,273
2 明治29(1896)年6月15日 8.2 明治三陸地震 死者 21,959

3 大正12(1923)年9月1日 7.9 関東地震
（関東大震災）

死・不明 10万5千
余

4 昭和2(1927)年3月7日 7.3 北丹後地震 死者 2,925
5 昭和8(1933)年3月3日 8.1 昭和三陸地震 死・不明 3,064
6 昭和18(1943)年9月10日 7.2 鳥取地震 死者 1,083
7 昭和19(1944)年12月7日 7.9 東南海地震 死・不明 1,223

8 昭和20(1945)年1月13日 6.8 三河地震 死者 2,306
9 ～ 11 1946年南海地震、1948年福井地震、1995年兵庫県南部地震（阪神・淡

路大震災）

12 平成２３（２０１１）年3月11
日

9.0 東北地方太平洋沖地震
（東日本大震災）

死者 18,493, 不
明 2,683【平成25
年３月26日現在】
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発生年月日 Ｍ 地震名（震災名） 死者・行方不明者

1 明治24(1891)年10月28日 8 濃尾地震 死者 7,273
2 明治29(1896)年6月15日 8.2 明治三陸地震 死者 21,959

3 大正12(1923)年9月1日 7.9 関東地震
（関東大震災）

死・不明 10万5千
余

4 昭和2(1927)年3月7日 7.3 北丹後地震 死者 2,925
5 昭和8(1933)年3月3日 8.1 昭和三陸地震 死・不明 3,064
6 昭和18(1943)年9月10日 7.2 鳥取地震 死者 1,083
7 昭和19(1944)年12月7日 7.9 東南海地震 死・不明 1,223

8 昭和20(1945)年1月13日 6.8 三河地震 死者 2,306
9 ～ 11 1946年南海地震、1948年福井地震、1995年兵庫県南部地震（阪神・淡

路大震災）

12 平成２３（２０１１）年3月11
日

9.0 東北地方太平洋沖地震
（東日本大震災）

死者 18,493, 不
明 2,683【平成25
年３月26日現在】

1,000人以上の大震
災は120年間で12回
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新潟
１２％

仙台
６％

３．確率論的地
震動予測地図
今後30 年間 に 震度6 
弱以上 の揺れに見舞
われる確率:2014年版
（ 平均ケース・全地震 ）

名古屋
43％

大阪
45％

地震調査研究推進本部
地震調査委員会

参考：(30年以内に）
交通事故で負傷 24％
火災で罹災 1.9％

今後も都市は揺れる今後も都市は揺れる

さいたま 51 
千葉 73 

東京（新宿） 46 
横浜 78 

地震の起きやすさ ＋ 地盤の揺れやすさ地震の起きやすさ ＋ 地盤の揺れやすさ
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４．地震と震災

1. 地震

2. 地震動・津波高（ハザード）

3. 震災

自然現象

社会・経済現象

東北地方太平洋沖地震

東日本大震災東日本大震災

地震・震災

http://www.nhk.or.jp/sonae/chiebukuro/column/20120301.html

2015/3/24
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被害=Ｆ（地震動、人
口、脆弱性、回復力）
被害=Ｆ（地震動、人
口、脆弱性、回復力）
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都心南部直下地震 （冬・夕）による
死者数
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建物倒壊等, 
6,400人
28 ％

急傾斜

地崩壊, 
60人
0％

火災

16,000  人

70 ％

ブロック塀

等の倒壊, 
500人
2％

計：最大約23,000人

11,000人

200５年想定200５年想定

逃げ惑い逃げ惑い

2013年想定2013年想定

内閣府中央防災会議（平成25年）
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全壊・全焼
失６１万棟
全壊・全焼
失６１万棟
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くしの歯作戦
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内陸部を南北に貫く東北自動車道と国道4号
から、「くしの歯」のように沿岸部に伸びる何本
もの国道を、救命・救援ルート確保に向けて
切り開く作戦
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５．災害からの回復力（リジリエンシー）
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 火災が同時に多数箇所で発生し、延焼が２日程度継続する。
 震度６弱以上の広い範囲で、断水が生じ、下水道が使用できない。

 携帯電話・固定電話の音声通話はほとんど使用できず、メールは遅配が
発生する。ネットは概ね使用できるが、サーバーの電源確保が重要であ
る。

 発災当初、停電が約５割程度の範囲
で発生。火力発電所の停止により、電
力供給量が半減し、不安定な状態が
１週間以上継続する。

 主要道路の啓開には、少なくとも１～
２日を要し、都区部の一般道は極度
の交通麻痺が数日間継続し、厳しい
渋滞は数週間継続する。

 地下鉄は１週間の運行停止、ＪＲ在来
線及び私鉄の運行停止は１か月程継
続する可能性がある。

首都直下地震（都心南部直下地震、M7.3)の被害想定首都直下地震（都心南部直下地震、M7.3)の被害想定 内閣府中央防災会議（平成25年）

( 都道府県・市区町村) 災害対策本部・医療班

の機能を支援する。遠隔医療支援の調整をす
る。
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各フェーズにおける医療ニーズと
リソースの供給
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大規模地震発生時における災害拠点病院の事業継続計画（ＢＣＰ）策定ガイドライン
（東京都福祉保健局）

医療スタッ
フの不足
医療スタッ
フの不足

医療提供
の制約
医療提供
の制約

病院インフラ可能
が徐々に回復
病院インフラ可能
が徐々に回復

～6時間 ～７２時間 ～1週間 ～1か月間

都内全域の広域的な活動体制が構築



© 2015   Naoshi Hirata, Earthquake Research Institute, The University of Tokyo

各フェーズにおける医療ニーズと
リソースの供給

2015/3/24 参議院議員会館 B107会議室 13

大規模地震発生時における災害拠点病院の事業継続計画（ＢＣＰ）策定ガイドライン
（東京都福祉保健局）

医療スタッ
フの不足
医療スタッ
フの不足

医療提供
の制約
医療提供
の制約

病院インフラ可能
が徐々に回復
病院インフラ可能
が徐々に回復

～6時間 ～７２時間 ～1週間 ～1か月間

都内全域の広域的な活動体制が構築


